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 旧３町におけるこれまでの職員数の管理は、定員適正化計画を基本とする定年退職に

よる不補充、機構改革などにより行ってきました。 

 地方が競い合う地方分権時代の本格的な到来や情報公開制度が推進される今日におい

ては、新たな行政課題や社会情勢の変化に的確に対応できる行財政運営の手腕が問われ

る時代でもあります。 

 近年は、景気の長期低迷に伴い地方財政が厳しさを増している状況を反映し、行政の

役割を見直し行政運営のスリム化に積極的に取り組む自治体が多くなっています。 

 合併により財政面で裕福になったわけではなく、合併前と同様に危機的状況にあるこ

とは町民、議会、職員も認識を共にしているところです。 

 このような状況を踏まえ、本町においても公共サービスをより効率的かつ効果的に町

民に提供するため行政組織・機構を適時見直し、適正な職員管理に努めながら時代に即

した業務執行体制を構築していかなければなりません。 

本計画の実施にあたっては、行政全般にわたる事務事業の見直しと新規事業の厳選、

新規採用抑制、施設管理の民間委託やアウトソーシング（業務外部委託）、情報化等を

積極的に進めることを基本とし、新たな行政需要に対しても、原則として職員の配置転

換等によって対応するなど組織・運営全般にわたり総点検を行った上で定員適正化に取

り組みます。 

 

 

 

職員数については、旧町はそれぞれ職員適正化に努力し町の規模としては、概ね適正

な職員配置をしてきたところであります。地方公共団体として同一の事務処理をしてい

たため、平成１７年９月１日合併においては、同一組織及び業務ごとの職員配置におけ

る重複は避けられない現状にありました。このため、年度途中での合併ということを考

慮し、現行の組織・機構をなるべく変化させない形を基本に行政組織・機構を設置した

ところです。 

一方、社会的な現象としてプレ団塊世代（昭和18年～昭和21年）、団塊世代（昭和22

年～昭和24年）、ポスト団塊世代（昭和25年～昭和28年）等の大量退職時代となりまし

た。本町においても団塊の世代、それに続く新人類（ジェネレーションX）、団塊ジュニ

ア(ジェネレーションY)などの退職時期を見据えた定員適正化を進める必要があります。 

 

 

 

１．計画策定の主旨 

２．現  況 

１ 



 

 （１）一般行政部門職員数の推移 

 

 

 

過去５年間の職員数の推移を見ると、旧北檜山町は増減数△３人、増減率△3.8％、

旧瀬棚町は増減数△２人、増減率△3.0％、旧大成町は増減数△７人、増減率△13.0％

となっており、旧各町ともに減少傾向となっている。 

旧町合算値では、増減数△１２人、増減率△6.1％となっている。 

 

年 度 

職員数・町 
H12 H13 H14 H15 H16 

旧 北 檜山町 ７８ ７２ ７３ ７４ ７５ 

旧 瀬 棚 町 ６６ ６６ ６９ ６９ ６４ 

旧 大 成 町 ５４ ４９ ４８ ４８ ４７ 
職員数 

計 １９８ １８７ １９０ １９１ １８６ 

旧 北 檜山町 ２ △６ １ １ １ 

旧 瀬 棚 町 △４ ０ ３ ０ △５ 

旧 大 成 町 ０ △５ △１ ０ △１ 
増減数 

計 △２ △１１ ３ １ △５ 

※各年４月１日現在。職員数には臨時・非常勤職員は含まない。定員管理調査個別団体表より転記 

 

 

 （２）職員数の現状 

    合併による行政組織機構の変更に伴い本庁及び総合支所を設置し、議会、各行政

委員会は統合した。平成１６年度１８６人と比較し、合併後の平成１７年１２月１

日現在で一般行政部門は１８４人となり２名の減となっている。 

本庁と総合支所の職員数を比較すると一般行政部門で本庁職員数８２人に対し大

成総合支所職員数は４４人、瀬棚総合支所職員数は５８人となり、総合支所合計で

１０２人となっている。 

構成割合では本庁の４４．６％に対し大成総合支所は２３．９％、瀬棚総合支所

は３１．５％となり総合支所合計で５５．４％となっている。 

 

 

 

３．職員数の推移及び現状 

実績 平成１２年度から平成１６年度まで（１２人削減 △6.1％） 

２ 



■職員数の現状                    （平成１７年１２月１日現在） 

実 職 員 数

Ａ 

内     数 部   門 
せたな町 

本庁 大成総合支所 瀬棚総合支所 

議 会 ３ ３ － － 

総 務 ６１ ３２ １７ １２ 

税 務 １０ ６ ２ ２ 

民 生 ５３ １７ ８ ２８ 

衛 生 １２ ４ ４ ４ 

農 林 水 産 ２４ １１ ７ ６ 

商 工 ４ ２ １ １ 

土 木 ・ 建 築 １７ ７ ５ ５ 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

小 計 １８４ ８２ ４４ ５８ 

教 育 ５１ １２ ２０ １９ 

普 通 会 計 合 計 ２３５ ９４ ６４ ７７ 

病 院 ・ 診 療 所 ７８ ４０ １７ ２１ 

水 道 ７ ３ ２ ２ 

下 水 道 ５ ３ １ １ 

国 保 ・ 介 護 ９ ４ ４ １ 

そ の 他 （ 風 力 発 電 ） １ － － １ 

公 営 企 業 会 計 等 合 計 １００ ５０ ２４ ２６ 

合 計 ３３５ １４４ ８８ １０３ 

 ※大成種苗育成センター職員及び三杉荘職員は一般行政に含まれる。 

 

 

 

 
３ 



 

（１）第８次定員モデルによる比較 

第８次定員モデルによる試算値では、本町の一般行政部門職員数は１７０人。定

員モデル試算値は１６７人。定員モデルに対し超過数は３人、超過率は1.76となっ

ている。 

団 体 名 
一般行政部門 

モデル対象職員数 

定員モデル 

試 算 値 
超過数 超過率 

せ た な 町 １７０ １６７ ３ １．７６ 

旧 大 成 町 ４６ ４４ ２ ４．３５ 

旧 瀬 棚 町 ６４ ５９ ５ ７．８１ 

 

旧北檜山町 ６０ ６５ △５ △８．３３ 

※旧町定員モデル試算値は人口規模１万人で算定。新町定員モデル試算値は、人口規模1万～2万で算定。 

 

（２）管内他町との比較 

檜山管内における職員一人当たり人口数を江差町と比較すると江差町は７５．６

人、せたな町は３１．８人となっており江差町より４３．８人少ない。 

江差町との格差の主な要因としては、町営医療機関設置の有無による職員数が含

まれていることが挙げられる。 

管内平均と比較すると管内平均は４０．８人、本町は３１．８人となっており管

内平均より９人少ない。 

職員数及び職員一人当り人口数    (単位：人) 区 分 

 

町 名 

住民基本台帳人口 

（16.3.31） 

職員数 

（16.4.1） 
職員一人当り人口 

江 差 町 １０，２０７ １３５ ７５．６ 

上 ノ 国 町 ７，０００ １１１ ６３．１ 

厚 沢 部 町 ５，０１９ １０５ ４７．８ 

乙 部 町 ４，９７１ １２８ ３８．８ 

（ 旧 ） 熊 石 町 ３，５５８ １２４ ２８．７ 

奥 尻 町 ３，８０３ １６２ ２３．５ 

今 金 町 ６７１５ １６９ ３９．７ 

せ た な 町 １１，２６６ ３５４ ３１．８ 

管 内 平 均 ５２，５３９ １，２８８ ４０．８ 

※住民基本台帳人口及び職員数は旧町の合算数で計算。住民基本台帳人口は平成16年3月31日現在、

職員数は平成16年4月1日現在となっている。 

 

４．定員管理の現状分析及び課題 

４ 



（３）類似団体との比較 

類似団体である江差町と医療機関、高等学校、企業会計の有無など町によって異

なる要因を除き比較するため、地方公務員給与実態調査における職種別職員区分（一

般行政職＋税務職）により比較する。 

せたな町は一般行政職２０３人、税務職８人の合計２１１人となっている。 

江差町は一般行政職１０９人、税務職８人の合計１１７人となっている。 

一般行政職は江差町より９４人多く、税務職は同数となっている。 

                           （単位：人、倍） 

職種別職員数 比   較 
町 名 

 

 

区 分 
せたな町 江差町 増減数 倍率 

一 般 行 政 職 ２０３ １０９ ９４ １．８ 

税 務 職 ８ ８ ０ ０．０ 

合 計 ２１１ １１７ ９４ １．８ 

     ※せたな町は旧町の合算数値。（平成16年度地方公務員給与実態調査） 

 

 

（４）定員管理調査による比較 

定員管理調査における、人口が本町と同程度規模にある江差町、松前町と比較す

ると本町は一般行政職で１８６人、江差町は１０７人、松前町は１２８人となって

おり、江差町より７９人、松前町より５８人多い。 

 

指     標 せたな町 江差町 松前町 

住民基本台帳人口（人） 11,266 10,207 10,939 

世 帯 数  （世帯） 4,745 4,642 4,661 

総 面 積   （K㎡） 638.63 109.57 293.09 

第一次産業就業人口・構成比 1,130（23.4） 415（7.8） 825（15.6） 

第二次産業就業人口・構成比 1,507（25.9） 1,225（23.0） 1,996（37.8）

町
勢
規
模
等 

第三次産業就業人口・構成比 2,952（50.7） 3,688（69.2） 2,453（46.6）

 

 ５ 



指     標 せたな町 江差町 松前町 

議   会 ６ ３ ３ 

総   務 ６０ ２６ ４８ 

税   務 ８ ８ １０ 

民   生 ５２ ３１ ２５ 

衛   生 １３ ８ １１ 

労   働 ０ ０ １ 

農 林 水 産 ２７ １１ １６ 

商   工 ５ ８ ６ 

土   木 １５ １２ ８ 

一

般

行

政

職 小   計 １８６ １０７ １２８ 

教   育 ５９ １７ ２９ 

消   防 ０ ０ ０ 

特

別

行

政

職

員

数 小   計 ５９ １７ ２９ 

病   院 ８８ ０ ６７ 

水   道 ７ ７ ８ 

交   通 ０ ０ ０ 

下  水  道 ４ ０ ０ 

そ  の  他 １３ ５ ８ 

公

営

企

業

会

計

等 小   計 １１２ １２ ８３ 

合              計 ３５７ １３６ ２４０ 

※１．職員数は「平成１６年総務省定員管理調査」による。（職員数には教育長が含まれる） 

※２．人口・世帯数は平成１６年３月３１日現在の住民基本台帳による。 

※３．面積は国土交通省国土地理院が発表した平成１５年１０月１日現在の「全国都道府県市町村別面積調」による。 

※４．産業別就業人口・構成比は平成１２年１０月１日の国勢調査を基礎とした。 

※５．合併前の旧町の合算数値のため議会事務局及び教育長（３名）の数値は多くなっている。 

 

（５）今後の課題 

平成１７年１２月１日現在の一般行政部門職員数は１８４人となっている。 

合併に伴い１つの町となり組織機構も変わり、本庁の他に総合支所が設置され１

町１役場と比べると組織が多くなっている。 

総合支所を設置することにより、住民サービス拠点を旧町単位に設けることはで

きたが、補助申請業務・各種事務事業などについては、年度途中の合併ということ

もあり、平成１７年度中は、旧町単位で事務処理している現状にある。今後は、住

６ 



民サービスに影響を及ぼさない内部事務処理等については、処理や管理を集約する

方が効率性が高いため、同一の事務処理を段階的に集約しながら、町の規模に見合

った適正職員数にしていかなければならない。 

     一方、第８次定員モデル、管内他町、類似団体、定員管理調査を用い職員数の比

較をした。いずれも町の規模と比較し適正職員数より多い状況にあった。 

合併による財政優遇措置（激変緩和措置を含む）がある平成３３年までには、適

正職員数に限りなく近づけなければならない。しかし、退職者不補充・新規採用者

抑制による削減だけでは、今後１５年間で約８０人程度の削減は非常に困難な状況

にある。 

町の規模に見合った適正職員数とするためには、組織機構の再編整備と併せ勧奨

退職制度の活用、再任用制度の凍結、臨時職員の抑制など様々な手法を駆使して「職

員でできることは現有職員で対応する」という基本原則に立ち返り、職員の適正化

に努めなければならない。 

 

 

 

１．町長部局の定員管理 

（１）定員適正化計画の方針 

     ① 基本的考え方 

（ア）本計画を第１次定員適性化計画とし、住民ニーズの多様化により複雑か

つ高度化する行政需要に対するため、本町の産業構造、少子・高齢化など

の要因に十分配慮し定員適性化に努めることを基本とする。 

（イ）今後は、自己決定権や自己責任が拡大する地方分権時代に対応して、行

政・住民の役割分担を見直し、簡素で効率的な行財政運営を目指す必要が

ある。このため、事務事業の執行体制・処理方法等の見直しを進め職員数

の一層の適正化に取り組むこととする。 

（ウ）町財政の厳しい現状、さらに「せたな町行政改革大綱」（H17年～H21年）

による中期的な定員管理の推進理念に基づき、管内他町の取り組み状況を

勘案しながら推進する。 

（エ）平成１３年度に導入された再任用制度については、住民との相互理解が

得られない限り当面の間はその運用を凍結する。 

（オ）新たな行政需要、権限委譲事務など外的要因による業務量の増加があっ

た場合においても「職員でできることは現有職員で対応する」ことを基本

に職員数の抑制に努める。 

 

５．今後の定員管理のあり方 

７ 



②定員適正化計画の計画期間 

平成１７年９月１日から平成２１年度までの４年７ヶ月間とする。 

   ただし、職員数の数値目標は集中改革プランと整合性を図り、平成２２年４

月１日現在とする。 

③定員適正化計画の数値目標 

（ア）今後増大する行政需要に対応した組織・機構の簡素・合理化に努めつつ、

職員採用を出来る限り抑制し、全部門における純減割合６％以上の達成を目

指し次のとおり数値目標を定める。 

 

（イ）計画期間中に、組織・機構の再編整備、グループ制の導入、事務事業の外

部委託化、退職者不補充、勧奨退職制度の活用、役職定年制等あらゆる方策

を検討しさらなる削減に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定員適正化計画進捗状況の公表 

今後は、情報公開の趣旨に基づき、住民の理解と協力を得ながら定員適正化をよ

り一層推進していくため、定員適正化計画の内容及び毎年度の進捗状況を公表する

よう努める。 

 

 

《数値目標》 

 全部門  △２３人（△6.9％） 

(1)一般行政部門     △１４人（△7.6％） 

       (2)特別行政部門     △１２人（△23.5％） 

       (3)公営企業等会計部門    ３人 (3.2％) 

区       分 H17年度 増減 H22年度 割合 

一 般 行 政 部 門 １８５人 △１４人 １７１人 △7.6 

特 別 行 政 部 門 ５１人 △１２人  ３９人 △23.5

公営企業等会計部門 ９５人   ３人  ９８人 3.2 

合 計 ３３１人 △２３人 ３０８人 △6.9 

※平成１７年４月１日現在職員数を基準とする。（４月１日採用者を除く） 

※平成２２年４月１日採用者を含み、退職者は除く。 
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（３）定員適正化の具体的手法 

 

 

 

■具体の手法 

  次の手法を総合的に組み合わせて実施し、目標達成を目指します。 

（１）退職に伴う自然減及び早期勧奨退職による減 

退職不補充、早期勧奨退職の活用・充実、新規採用者の抑制を行うなど職員総

数の削減に努めます。 

 

（２）事務・事業の見直し 

行政、住民、民間相互の役割分担を見直し、事業の重点化や優先度の設定に

よる「事業の厳選」、補助金等の時限制の導入等を検討します。 

      また、臨時職員も含めた総職員数の適正化を図ることとし、民間等への外部

委託化を積極的に進めるなど事業の執行体制及び執行方法等の見直しに努めま

す。さらには、事務の執行方法の見直しを継続的に行い業務の効率化を図りま

す。 

 

（３）組織・機構の見直し 

地方分権に即応した「事業執行型から企画立案型へ」の組織・機構の見直し

を着実に進め、係間事務事業の格差、繁閑期職員配置の硬直性等が課題とされ

ていた縦型組織から組織の動態化と職員の協調性を重視した横型組織に変革を

図り、簡素で効率的な業務執行体制の整備に努めます。そのための手法として

グループ制導入について検討を進めます。 

 

（４）業務量の変化に応じた職員配置の促進 

限られた職員数の中で新規行政需要や業務量の変化に柔軟に対応し、常に業務

量に見合った職員配置に努めます。また、職員再配置は各課ごとに事務事業の見

直し等による調整を基本とします。 

地方分権時代に向けて町の施策・事業を取り巻く環境や行政需要の動向を

見据え、個々具体的な事業及び業務に即して不断に事務事業の見直しを行う。

毎年度の予算編成と合わせ人件費抑制等を検討する中で定員適正化に取り

組む。 

具体的な職員数の調整については退職者に対する新規採用の抑制により対

応する。 
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２．他部門の定員管理 

  （１）定員適正化計画の方針 

一般行政部門に分類される議会事務局、特別行政部門に分類される教育委員会、

公営企業等会計部門に分類される病院・診療所、水道事業、下水道事業、介護保

険事業、国民健康保険事業、風力発電事業においても、各任命権者において町長

部局に準じ定員の一層の適正管理に努めます。 

 

（２）部門別の定員管理 

  ①議会事務局（一般行政部門） 

合併時の在任特例による議会議員数の増加を考慮し３名体制となっている。 

議員定数の減少に伴う業務量の減少を考慮し職員数の縮減に努めます。 

（在任特例終了：平成19年4月30日） 

 

    ②教育委員会（特別行政部門） 

教育水準確保のための教職員定数の標準に関する法律に基づく教職員の適正

配置及び町定数条例を基本に適正な定員管理に努めます。 

教育行政の活性化を図る観点から本庁管理事務の集約化を図り、教育事務所

との連携体制の強化に努めます。 

 

    ③選挙管理委員会(監査含む) 

必要最小限の人員で構成されており、現行どおりの配置に努めます。 

 

    ④農業委員会 

     必要最小限度の人員で構成されており、現行どおりの配置に努めます。 

 

    ⑤病院・診療所（公営企業会計等部門） 

医療法に基づく医師の標準数の確保に努める一方、病院・診療所業務の一部

委託等について検討を重ね定員管理に努めます。 

 

    ⑥水道・下水道事業（公営企業会計等部門） 

効率的な管理体制整備に努める一方、下水道整備計画の進捗状況を見極め効

率的な職員配置に努めます。 

 

⑦介護保険事業（公営企業会計等部門） 

介護認定審査会を今金町と共同設置している。 
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本町が設置している介護認定審査会と共同設置している介護認定審査会で同

様の業務を行っているため集約を図る必要がある。 

高齢者の増加や介護需要を見据え、より効率的な運営を図るため他町との広

域連携について検討し、業務の集約化による職員数の抑制に努めます。 

 

⑧国民健康保険事業（公営企業会計等部門） 

窓口サービス事務に支障を生じないよう職員配置に努めます。さらに、医療

給付事務、補助申請事務などの事務処理の簡素化を図ります。 

広域行政事務への移行が可能な部門のため、広域化に向けた検討を進め業務

の集約化による職員数の抑制に努めます。 

    

     ⑨風力発電事業（公営企業会計部門） 

      必要最小限度の人員で構成されており、現行どおりの配置に努めます。 

 

３．町全体の定員増減見込み 

（１）部門別増減見込数 

町長部局に加え、議会、教育委員会、選挙管理委員会(監査も含む)、農業委員

会も含めた部門別職員数の増減見込みを次表のとおりとする。 

部局・部門 部局・部門増減見込み 

町長部局 △１３人 

議会事務局 △ １人 

教育委員会（特別行政部門） △１２人 大成高校閉校に伴なう教員減少分12人 

選挙管理委員会(監査も含む) ０人 

農業委員会 ０人 

病院・診療所 

（公営企業等会計部門） 

３人 

経営効率化の観点から、随時、定員の純減に取り組む

水道（公営企業等会計部門） ０人 経営効率化の観点から、随時、定員の純減に取り組む 

下水道（公営企業等会計部門） ０人 経営効率化の観点から、随時、定員の純減に取り組む 

介護保険（公営企業等会計部門） ０人 広域化の観点から、随時、定員の純減に取り組む 

国民健康保険（公営企業等会計部門） ０人 広域化の観点から、随時、定員の純減に取り組む 

風力発電事業（公営企業等会計部門） ０人 

合      計 △２３人 

     ※本庁及び総合支所含む 

 

１１



（２）年度別・部門別職員増減見込数 

町長部局に加え、議会、教育委員会、選挙管理委員会(監査も含む)、農業委員

会も含めた年度別・部門別の職員増減見込みは次表のとおりとする。 

 

■年度別・部門別職員増減数見込数 

１７年度 

（１年目） 

１８年度

（２年目）

１９年度

（３年目）

２０年度

（４年目）

２１年度 

（５年目） 

２２年 

４月１日 
合  計

年 度 

 

部 局 増 減 増 減 増 減 増 減 増 減 増 減 増 減 

町 長 部 局 △２ △１ △４ △１ △６ １ △１３ 

議 会 事 務 局 － － － － △１ － △１ 

教 育 委 員 会 △１ １ － △１２ － － △１２ 

選挙管理委員会 － － － － － － － 

農 業 委 員 会 － － － － － － － 

病 院 ３ － △１ － △１ ２ ３ 

水 道 － △１ － １ △１ １ － 

下 水 道 － － － － － － － 

介 護 保 険 － － － － － － － 

国 民 健 康 保 険 － － － － － － － 

風 力 発 電 － － － － － － － 

公 営 企 業 等 会 計 ３ △１ △１ １ △２ ３ ３ 

合 計 ０ △１ △５ △１２ △９ ４ △２３ 
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増  減  内  容 

○平成１７年度 

町長部局   ●行政職１名採用   ●行政職３名退職 

      ●保育士３名採用   ●行政職２名定年退職 

                 ●保育士１名退職 

教育委員会            ●行政職１名死亡 

病  院  ●医師１名採用 

●看護師７名採用   ●看護師５名退職 

●薬剤師２名採用   ●薬剤師１名退職 

●行政職１名定年退職  

○平成１８年度 

町長部局  ●保健師４名採用   ●行政職５名定年退職（水道１名） 

            ●寮母１名定年退職 

  教育委員会 ●行政職１名採用（町長部局より） 

 

○平成１９年度 

  町長部局  ●行政職１名採用     ●行政職６名定年退職（水道１名） 

        ●寮母１名採用 

病 院                ●看護師１名定年退職 

 

○平成２０年度 

  町長部局  ●行政職１名採用     ●行政職１名定年退職（不補充） 

  教育委員会              ●高校教員１２名退職 

  病 院   ●看護師１名採用     ●看護師１名定年退職 

 

○平成２１年度 

 町長部局             ●行政職５名定年退職（水道１名） 

                  ●寮母１名定年退職 

●現業職員１名定年退職（臨時又はパートで対応）

  議会事務局            ●行政職１名定年退職 

  病 院   ●看護師１名採用   ●医療技師２名定年退職 

 

○平成２２年度（４月１日採用のみ掲載） 

  町長部局  ●行政職  １名採用 

        ●寮母   １名採用 

  病 院   ●医療技師 ２名採用 
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（３）定年退職予定者見込数 

平成２１年度までの定年退職予定者は、全体で２８人であり、事務吏員が２１人

と７５％を占めている。 

                (平成１７年４月１日現在) 

職  種 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 合 計 

行 政 職 ３ ５ ６ １ ６ ２１ 

保 健 師 － － － － － － 
保 育 士 － － － － － － 
寮 母 － １ － － １ ２ 

公 務 補 － － － － １ １ 

医 師 － － － － － － 
医 療 技 師 － － － － ２ ２ 

看 護 師 － － １ １ － ２ 

合 計 ３ ６ ７ ２ １０ ２８ 
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参  考  資  料 

 

総務省 定員管理調査とは？ 

 １．全国の地方公共団体の適正な定員管理に資することを目的に、総務省が昭和４９年から

毎年実施している職員数の実態調査。次の３部門に分類して集計される。 

  (1)一般行政部門……………議会、総務企画、税務、労働、農林水産、商工、土木、民生、

               衛生の各部門の総計（教育、公安を除く各種行政委員会含む）

  (2)特別行政部門……………教育（県費負担市町村立学校職員含む）、警察、消防の総計 

  (3)公営企業等会計部門……病院、水道、交通、下水道、その他（収益事業等）の総計 

２．このうち、町長部局が大部分を占める『一般行政部門』は、法令等により職員の配置基

準などが定められている『特別行政部門』や独立採算により費用対効果が明確にされる『公

営企業等会計部門』と異なり、地方公共団体の自主的な適正化努力が強く求められる部門

とされている。 

 

 

定員モデルとは？ 

 １．趣 旨 

   地方自治体が適正な定員管理を行う参考指標とするため、「地方公共団体定員管理研究

会」（事務局：総務省行政局公務員部能率安全推進室）が研究・開発し公表しているもの。

 ２．対象部門 

   一般行政部門を対象としており、国の法令等により定員の配置基準等が定められている

職員が大部分を占める特別行政部門及び独立採算制を採用している公営企業等会計部門に

ついては対象から除外している。 

 ３．モデル職員数の算定方法 

   地方公共団体の現職員数の８割を基準として、その数値に職員数に最も相関関係のある

約４０の行政指標を基に多重回帰分析の手法を用いて加算し算定する。 

 ４．《第８次定員モデル説明変数一覧》 人口１～２万人 

   モデル対象職員数算出係数は、総面積、農漁家数、小売業商店数、普通建設事業費、過

疎地域特性、町村営保育所在所数、直営ごみ収集量、住民基本台帳人口、生活保護受給者

世帯、標準財政規模に定められた係数により算出される。 

 ５．モデルの基準 

   定員モデルは、算定基礎となるデータの変動や社会情勢の変化に伴う行政指標の見直し

の必要性から、概ね３年ごとの改定が行われている。 

   現在は、平成１７年度に試算されている「第８次定員モデル」を使用している。 

 ６．活用に当たっての留意点 

定員モデルの試算は、各部門ごとの積み上げにより行うものであるが、職員をどの部

門に多く配置し、どこを少なくするか、すなわちどの行政部門を重視するかは各自治体

の施策選択の問題として、主体的な判断の下に行われるべきものであることから、一般

行政部門全体の試算結果に重点を置いて活用すべきであること。 

モデル算定数値が実現不可能なものとならないように、現職員数の８割を基準として

いること。 
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